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本日の報告

外国人従業員向け日本語教室企画のきっかけ

－実態調査からアクションプランへ（2019年度）

産業界と連携した横浜市の日本語教育の取組へ

（2020年度）

2年目の取組（2021年度）

大切にしたいこと

業界団体の視点から

－公益法人横浜企業経営支援財団（IDEC）の取組

IDECの協力を得られたことによる効果



外国人従業員向け
日本語教室企画のきっかけ
－実態調査からアクションプランへ
（2019年度）



横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係る
実態調査報告書【概要版】令和２(2020)年２月
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体制づくり推進事業２０１９（地域
日本語教育の総合的な体制づくり推
進事業）実態調査結果、アクション
プランは以下よりご覧ください。

https://yokohama-

nihongo.com/taiseidukuri/taiseid

ukuri-2019#action_plan

＜その他背景＞
・地域日本語教室から
は、働く人の増加と日
本語への新たな対応
ニーズの声
・企業からのTEL相談
（日本語学習の場）
・YOKEのEPA日本語
教育受託経験



調査結果の概要

5
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・企業向け『生活に必要な日本語』教室
／働く人のための日本語教室
外国人従業員者が日常生活に役立つテーマや
職場等における人間関係構築のためのコミュニ
ケーションなどをテーマに日本語を学ぶ

・「やさしい日本語」講座
日本人従業員者が日本語学習中の同僚と円滑
にコミュニケーションを取るためのコツを知る

（２）横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係る
アクションプラン【概要版】令和２(2020)年２月



2019「横浜市域における地域日本語教育の総合的推進に係るアクションプラン」に基づく体制づくり

7横浜市域の日本語学習支援に関わる団体

2021年10月22日現在

2021年11月現在

2021年5月現在

11か所

19校

約135教室

（国際教室186・横浜市日本語教室５
日本語支援拠点施設「ひまわり」

「鶴見ひまわり」＜注3＞

目標：YOKEを中核とした、こどもから大人までの切れ目のない
地域の日本語教育の支援、総合的な推進

横浜×日本語×多文化共生
横浜の地域特性を踏まえた
日本語学習支援を通じ、

多文化共生のまちづくりの推進へ

ともに暮らす地域の中で、日本語による
コミュニケーションを通じ、
相互理解と対等な関係づくり、
外国人の参加・活躍が広がり、

心豊かなつながりのある多文化共生のまち、
横浜の魅力を高める



産業界と連携した
横浜市の日本語教育の取組へ
（2020年度）



日本語教室の企画・開催に向け、
企業訪問、電話インタビューを実施
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•公益法人横浜企業経営支援財団
（IDEC）の協力による企業訪問、
電話インタビュー

他に
2019年度 横浜市委託事業
「留学生と企業の交流会」
参加企業へも電話インタビュー実施

＜インタビューから聞こえた声＞
・現場の専門用語が伝わらないこともある
・電話対応に苦労しているようだ
・日本での仕事観を深く理解してもらって
いくことも一方では必要

・笑顔など、コミュニケーション能力も重要
・同じ国出身者でかたまりがち。地域の外
国人、日本人とも出会って世界を広げ
てほしい

・雇用企業と外国籍職員が社内で研修で
きることが一番

・（日本語学習について）人手不足で日
中は厳しく、残業があると夜も厳しい。
土曜日勤務もあるので日曜日なら・・・

・（日本語教室についての）職場への広
報は、企業が従業員の受講に背中を
押すような効果やメリットを伝える内容
がいい

・10回集中して受講するのは難しい
・修了証が出ると良い
・オンラインで、かつ市外の企業も参加可
能だと、案内を行いやすくなる



声を踏まえ、「地域日本語教育」としての
取組方向性を検討
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• 外国人住民が抱える日本語ニー
ズへの対応として、仕事や生活
に役立つ日本語学習機会が求め
られている

• 地域日本語教室にも学習者が
やってくるが、対応に困ること
もある

• 企業や、地域組織・団体と協働
しての講座機会の提供が必要

• 企業側、従業員側にもメリット
が明確に伝わることで、外国人
の学習参加機会が提供されるよ
うになっていく

• まずは、学習者が日本語に触れられ
る機会を作る（サロン等）

• 企業担当者向けセミナー、従業員向
けセミナー等を通し、

－YOKEの認知度アップ

－外国人の日本語学習のメリット
理解を図る

－組織・日本人従業員の異文化理
解、やさしい日本語学習のメ
リット理解を広げていく

• 日本語学習機会が少ない（企業の）
外国人就労者にも広く講座周知（オ
ンライン開催で参加障壁を低く）



日本語教室の実施へ
－企業従業員向け日本語教室「横浜で楽しく『はたらく』日本語講座」

（オンライン）
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• 平日夜間 計8回

• 2クラス（レベル別）

• テーマ：会社で使う日本語や日本の

職場での考え方

Ex.「指示を受ける・確認する」「謝る・職場の
規則」等

• 申込：企業経由（2社）＆個別

• 出身：インド、エジプト、ベトナム、

モンゴル等

• 業種：製造業、IT、流通等

2020年度報告書 https://yokohama-nihongo.com/taiseidukuri/taiseidukuri-2020



コロナ禍での地域日本語教室休会等により、
学習機会が減少
⇒受講者は本教室への毎週の参加を楽しみに
ー講座終了時には連絡先を交換する様子も

実施後の企業インタビューより
「職場での日本人従業員とのコミュニケー
ションが増えた」

「講座を通し地域での交友関係が広がった」

講座の概要
＆終了後の声

より初級
者向け



今後を見据えての“種まき企画”
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2020年度報告書 https://yokohama-nihongo.com/taiseidukuri/taiseidukuri-2020

ー企業における当協会の
認知度の低さ
ー外国人従業員との
コミュニケーションに
おける課題感へのヒント
ー外国人従業員向け日本
語教室の理解と関与促進

⚫外国人スタッフに伝える！伝わる！異文化間コミュニケーション講座

（日本人従業員向け）



今後を見据えての“種まき企画”

⚫介護施設等情報交換会『外国人とともに働く』in泉区
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2020年度報告書 https://yokohama-nihongo.com/taiseidukuri/taiseidukuri-2020

－地域の外国人を
雇用する同じ領
域、業種間連携
の第一歩として



2年目の取組
（2021年度）



⚫業界団体や関係
団体との連携促進
－企業の事業への
参加拡大を目的に

⚫企業等における
当協会の認知度を
上げる試み
－業界団体メール
マガジンでの取り
組み紹介、日本語
教室案内等

新しい試みなど
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⚫ 異文化間コミュニケーションをより円滑に
行え、日々の生活、仕事が充実していくよう
な講座や教室の開催、参加企業から広がる
ネットワーキング

－日本語教室 ※次スライド
「1年目：会社で働く外国人の方へ」から「2年目：
外国人を雇用している企業の皆さまへ」への変化

－「異文化間コミュニケーション 講座開催」
※３月４日開催予定

－情報冊子での特集（3月発行予定） 等





日本語教室実施

⚫ Aグループ：初級。
（日常）会話は問題なく出来、
職場でのコミュニケーション力
向上を目指したい方（例えばN3
レベル）

⚫ Bグループ：初級。
（日常）会話にまだ課題があり、
日常会話や生活日本語の基礎を
固めた上で、職場でのコミュニ
ケーションに活かしたい方（例
えばN４レベル）







大切にしたいこと



生活を支える－多文化共生総合相談センターとの連携
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地域日本語教育に関わる方や関心のある方／日本語学習をしたい
方の、「知りたい・やってみたい・つながりたい」をサポート！
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2020 年 8 月 開設。
横浜市域における地域日本語教育の総合的な体制
づくりを進めるための拠点
－取り組みを通じて、外国人住民の日本語習得
支援環境を充実させていきます。

https://yokohama-nihongo.com/

にほんごサロン
よこはま日本語ほっとタイム
NIHONGOで話そう！
月1回 テーマ：かいもの、
きせつ、なつやすみ等

日本語を学びたい／日本語・学習支援
ボランティアをしたいと思ったら・・・

「にほんごコミュニケーション」
（情報冊子 年4回発行）

親子日本語教室
オンライン日本語学習支援講座

（支援者向け）

外国の方向け日本語ボランティア
入門講座２０２０

日本語ボランティア入門講座
「横浜で始めよう！日本語ボラ
ンティア」２０２1

日本語教室
「よこはまでつながる くらしの
日本語」２０２1
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事業を通して目指す姿（イメージ）
～横浜×日本語×多文化共生～
横浜の地域特性を踏まえた日本語学習支援を通じ、多文化共生のまちづくりの推進へ



業界団体の視点から
－公益法人横浜企業経営支援財団
（IDEC）の取組



IDECの協力を得られたことによる効果

企業の実情のレクチャー等により、企画に先
立ち市内中小企業の全体像把握

企業と信頼関係のあるIDEC経由でのヒアリン
グにより、ニーズ把握の障壁が低くなった

市内中小製造業の現状把握

広報協力

市の外郭団体として将来のwin-winに向けた
関係ができた


